
秋田県環境負荷低減事業活動実施計画認定等要領 新旧対照表

新 旧

秋田県環境負荷低減事業活動実施計画認定等要領 秋田県環境負荷低減事業活動実施計画認定等要領

制定 令和５年３月１０日 農林―３３４２ 制定 令和５年３月１０日 農林―３３４２
一部改正 令和７年４月１日 水田－２４９ 一部改正 令和７年４月１日 水田－２４９
一部改正 令和７年８月１日 水田－９１３

略 略

第１～第２ 略 第１～第２ 略

第３ 実施計画の認定 第３ 実施計画の認定
（１）～（２） 略 （１）～（２） 略
（３）（１）の審査により実施計画を認定した場合には、知事は、別記様 （３）（１）の審査により実施計画を認定した場合には、知事は、別記様

式第８号又は９号により、申請者に対しその旨を通知するとともに、 式第８号又は９号により、申請者に対しその旨を通知するものとする。
実施計画の認定結果を当該計画に係る関係市町村長へ、認定された実 なお、認定しなかった場合には、知事は、別記様式第10号により、
施計画の写しを添えて別紙様式10号または11号により通知するものと 認定をしない理由を明らかにした上で、申請者に対しその旨を通知す
する。なお、「関係市町村長」とは、当該計画の実施区域をその区域 るものとする。
に含む市町村の長を指す。
なお、認定しなかった場合には、知事は、別記様式第12号により、

認定をしない理由を明らかにした上で、申請者に対しその旨を通知す
るものとする。

第４ 実施計画の変更 第４ 実施計画の変更
（１）法第20条第１項及び法第22条第１項の規定により実施計画の変更の （１）法第20条第１項及び法第22条第１項の規定により実施計画の変更の

認定を受けようとする農林漁業者は、別記様式第13号による申請書を 認定を受けようとする農林漁業者は、別記様式第11号による申請書を
知事に提出するものとし、あわせて省令第９条第２項第１号又は令第 知事に提出するものとし、あわせて省令第９条第２項第１号又は令第
14条第２項第１号の規定により、変更前の実施計画等の実施状況を別 14条第２項第１号の規定により、変更前の実施計画等の実施状況を別
記様式第14号により報告するものとする。 記様式第12号により報告するものとする。

（２） 略 （２） 略
（３）法第20条第２項又は法第22条第２項の規定により実施計画の軽微な （３）法第20条第２項又は法第22条第２項の規定により実施計画の軽微な

変更をした農林漁業者は、別記様式第15号による届出書を知事に提出 変更をした農林漁業者は、別記様式第13号による届出書を知事に提出
するものとする。 するものとする。
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第５ 認定計画の認定の取消し 第５ 認定計画の認定の取消し
（１）知事は、実施計画の認定を受けた農林漁業者が当該認定に係る実施 （１）知事は、実施計画の認定を受けた農林漁業者が当該認定に係る実施

計画に従って環境負荷低減事業活動を行っていないと認めるときは、 計画に従って環境負荷低減事業活動を行っていないと認めるときは、
法第20条第３項又は法第22条第３項の規定によりその認定を取り消す 法第20条第３項又は法第22条第３項の規定によりその認定を取り消す
ことができる。 ことができる。

（２）知事は、（１）の規定により認定を取り消したときは、別記様式第 （２）知事は、（１）の規定により認定を取り消したときは、別記様式第
16号により、当該農林漁業者に対しその旨を通知するとともに、その 14号により、当該農林漁業者に対しその旨を通知するものとする。
結果を当該計画に係る関係市町村長へ、認定取消通知書の写しを添え
て別紙様式17号により通知するものとする。

第６ 実施状況の報告 第６ 実施状況の報告
（１）知事は、必要があると認める場合には、法第46条第１項の規定によ （１）知事は、必要があると認める場合には、法第46条第１項の規定によ

り認定農林漁業者に対し認定計画の実施状況について報告を求めるこ り認定農林漁業者に対し認定計画の実施状況について報告を求めるこ
とができる。 とができる。

（２）（１）の報告を求められた農林漁業者は、別記様式第18号による報 （２）（１）の報告を求められた農林漁業者は、別記様式第15号による報
告書を知事に提出するものとする。 告書を知事に提出するものとする。

第７ 農林水産部長への報告 第７ 農林水産部長への報告
地域振興局長又は水産漁港課長は、第３（３）の規定による実施計画の 地域振興局農林部長又は水産漁港課長は、第３（３）の規定による実施

認定若しくは不認定（第４（３）において準用する場合を含む。）、第５ 計画の認定若しくは不認定（第４（３）において準用する場合を含む。）、
（１）の規定による実施計画の認定の取消し又は第６（２）の規定による 第５（１）の規定による実施計画の認定の取消し又は第６（２）の規定に
報告の受理をした場合には、遅滞なく、別記様式第19号による報告書を農 よる報告の受理をした場合には、遅滞なく、別記様式第16号による報告書
林水産部長に提出するものとする。 を農林水産部長に提出するものとする。

第８ 補則 （新設）
この要領に定めるほか、必要な事項は別に定める。
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別記様式第１号１～６ 略 別記様式第１号１～６ 略

別記様式第１号（添付書類） 別記様式第１号（添付書類）

関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。 関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。

□ 関連措置実施者が行政庁の許可、認可、承認その他これらに類するも □ 関連措置実施者が行政庁の許可、認可、承認その他これらに類するも
の（以下「許認可等」という。）を必要とする事業を行うときは、その の（以下「許認可等」という。）を必要とする事業を行うときは、その
許認可等を受けていることを証する書類又はその許認可等の申請の状況 許認可等を受けていることを証する書類又はその許認可等の申請の状況
を明らかにした書類 を明らかにした書類

※個人情報の取扱いに同意する場合 ※個人情報の取扱いに同意する場合
□ 別記様式第20号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係 □ 別記様式第17号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係
る個人情報の取扱いについて） る個人情報の取扱いについて）

別記様式第１号 別表１～別表６－３ 略 別記様式第１号 別表１～別表６－３ 略

別記様式第２号１～６ 略 別記様式第２号１～６ 略

別記様式第２号（添付書類） 別記様式第２号（添付書類）
申請者、関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。 申請者、関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。

□ 申請者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これ □ 申請者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これ
らの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載し らの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載し
た書類） た書類）

□ 関連措置実施者が法人である場合にあっては、その定款又はこれに代 □ 関連措置実施者が法人である場合にあっては、その定款又はこれに代
わる書面 わる書面

□ 関連措置実施者が法人でない団体である場合にあっては、規約その他 □ 関連措置実施者が法人でない団体である場合にあっては、規約その他
当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類 当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類

□ 関連措置実施者が最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算 □ 関連措置実施者が最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算
書（これらの書類が無い場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要 書（これらの書類が無い場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要
を記載した書類） を記載した書類）
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※個人情報の取扱いに同意する場合 ※個人情報の取扱いに同意する場合
□ 別記様式第20号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係 □ 別記様式第17号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係
る個人情報の取扱いについて） る個人情報の取扱いについて）

別記様式第２号 別表１～別表７－２ 略 別記様式第２号 別表１～別表７－２ 略

別記様式第３号１～６ 略 別記様式第３号１～６ 略

別記様式第３号（添付書類） 別記様式第３号（添付書類）
申請者、関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。 申請者、関連措置実施者ごとに以下の書類を添付すること。

□ 申請者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これ □ 申請者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これ
らの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載し らの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載し
た書類） た書類）

□ 関連措置実施者が法人である場合にあっては、その定款又はこれに代 □ 関連措置実施者が法人である場合にあっては、その定款又はこれに代
わる書面 わる書面

□ 関連措置実施者が法人でない団体である場合にあっては、規約その他 □ 関連措置実施者が法人でない団体である場合にあっては、規約その他
当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類 当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書類

□ 関連措置実施者が最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算 □ 関連措置実施者が最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算
書（これらの書類が無い場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要 書（これらの書類が無い場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要
を記載した書類） を記載した書類）

※個人情報の取扱いに同意する場合 ※個人情報の取扱いに同意する場合
□ 別記様式第20号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係 □ 別記様式第17号（（特定）環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係
る個人情報の取扱いについて） る個人情報の取扱いについて）
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別記様式４～６ 略 別記様式４～６ 略

別記様式４、５、６号（別紙） 略 別記様式４、５、６号（別紙） 略

別記様式７～９ 略 別記様式７～９ 略

（新設）
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（新設）
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（新設）
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別記様式１８号（別紙）別紙２のとおり 別記様式１５号（別紙）別紙１のとおり
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別紙1

別記様式15号別紙

（団体名）申請者一覧

現状 目標 現状 目標 現状 目標

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

その他税制 融資使途・用途目標 調達方法
金額
(千円)

補助金

事業活動の実施状況② 事業活動の実施状況③ 取組面積の実施状況 活用した特例措置調達した資金の額及びその調達方法

№
氏名
(№１は代
表者)

住所
連絡先
(電話) 取組内容

事業活動の実施状況①

使用資材等 使用資材等
取組内容

使用資材等
現状取組内容



別紙2

別記様式18号別紙

（団体名）申請者一覧

現状 目標 現状 目標 現状 目標

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

使用資材等
取組内容

使用資材等
現状取組内容

№
氏名
(№１は代
表者)

住所
連絡先
(電話) 取組内容

事業活動の実施状況①

使用資材等

事業活動の実施状況② 事業活動の実施状況③ 取組面積の実施状況 活用した特例措置調達した資金の額及びその調達方法

その他税制 融資使途・用途目標 調達方法
金額
(千円)

補助金


